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(57)【要約】
【課題】実用的且つ多様な接着材料に対応できる有機Ｅ
Ｌ表示装置の封止リペア方法を提供することを課題とし
た。
【解決手段】キャップ型封止材７により、基板１８上に
形成した有機発光層を気密に覆うように、キャップ型封
止材７の端部と基板１８とを接着剤１６を介して接着固
定する形態の有機ＥＬ表示装置の該接着部分のリペア方
法であって、当該リペア方法は、レーザ光吸収性のバイ
ンダ１７を接着部分に塗布する工程、バインダにレーザ
照射１９することにより熱歪を発生する工程、キャップ
型封止材７を基板１から引き離す工程、キャップ型封止
材を改めて基板に接着する工程、とを有することを特徴
とする有機ＥＬ表示装置のリペア方法である。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　キャップ型封止材により、基板上に形成した有機発光層を気密に覆うように、キャップ
型封止材の端部と基板とを接着剤を介して接着固定する形態の有機ＥＬ表示装置の該接着
部分のリペア方法であって、当該リペア方法は、レーザ光吸収性のバインダを接着部分に
塗布する工程、バインダにレーザ照射することにより接着剤と基板間に熱歪を発生する工
程、キャップ型封止材を基板から引き離す工程、キャップ型封止材を改めて基板に接着す
る工程、とを有することを特徴とする有機ＥＬ表示装置のリペア方法。
【請求項２】
　前記バインダが、カーボンペースト、銀ペースト、クロムペースト、金ペースト、ニッ
ケルペースト、パラジウムペーストのいずれから選択されるか、あるいはそれらの混合ペ
ーストであることを特徴とする請求項１に記載の有機ＥＬ表示装置のリペア方法。
【請求項３】
　前記キャップ型封止材がガラス製であることを特徴とする請求項１に記載の有機ＥＬ表
示装置のリペア方法。
【請求項４】
　前記レーザ照射を不活性ガス環境下にて行うことを特徴とする請求項１に記載の有機Ｅ
Ｌ表示装置のリペア方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機ＥＬ表示装置の封止部におけるリペア方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、有機ＥＬ表示装置は、視認性やフレキシブル性に優れ、且つ発色性が多様である
ことから、車載用コンポや携帯電話等のディスプレイや表示素子に広く利用されている。
【０００３】
　これら有機ＥＬ表示装置は、このような優れた特性を有する一方で、一般に水分に対し
て極めて弱いということで知られている。一例としては、有機ＥＬ素子の外周部を封止材
で封止する際に取り込まれた環境雰囲気中の水分や、封止層欠陥部を透過して素子内に浸
入する水分により、有機ＥＬ表示装置にダークスポットと称する非発光領域が発生し、発
光が維持できなくなるという寿命上の問題が生じている。
【０００４】
　このため、従来のボトムエミッション型有機ＥＬ表示装置においては、水分を遮断する
金属又はガラス製の封止材（封止キャップ）を素子裏面に接着剤で貼り合わせて中空構造
とし、接着剤断面から侵入する水分は、封止材の内側に設けた吸湿性吸着材からなる多孔
質吸着シートで捕まえて発光部位に到達させない構造を一般に用いてきた。
【０００５】
　ここにおける封止工程においては、しばしば素子と封止材との「位置ズレ」あるいは「
接着剤の塗布不良」によって「接着部位への気泡の混入」といった封止不良が起こる。
【０００６】
　これらの有機EL表示装置における封止不良に対する封止リペアにあっては、接着剤硬化
後では、研削等の比較的簡便な物理的手法によって封止部位を除去することが困難である
。例えば、封止キャップを用いた有機EL表示装置と同様の封止キャップを用いた半導体素
子の封止リペアを挙げると、いわゆる半導体素子上の封止材及び接着剤を研削によって除
去するリペアでは、基板表面が損傷される可能性が高く、多くの工程と慎重な作業が必要
となる。
【０００７】
　なお、従来の接着剤においてエポキシ系樹脂のそれについては、キシレンに６時間程度
浸漬させて溶かして封止材（封止キャップ）を引き離す方法も可能である。しかしこの方
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法で接着剤は完全に溶解されず、封止材の除去に大きな剥離剪断力が必要になる問題、あ
るいは基板表面が溶媒中へ浸漬することで不具合が発生するという問題等により実用的で
ない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平１０－６７９１６号公報
【特許文献２】特開平１０－１３７６６０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　これまでは封止工程を完了した有機ＥＬ表示装置に封止不良が検知されたものについて
は、実用的なリペア方法がなかったために、元来高価なものであるにもかかわらず多くが
破棄されており、歩留まり低下とコストアップの一因となっていた。また、従来技術にて
リペアを行うにも熱や溶剤を用いる接着剤の溶融又は溶解であるため、使用できる接着剤
が制限され十全な封止効果を得られないという問題があった。
そこで、本発明は実用的且つ多様な接着材料に対応できる有機ＥＬ表示装置の封止リペア
方法を提供することを課題とした。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するために、請求項1に係る発明は、キャップ型封止材により、基板上
に形成した有機発光層を気密に覆うように、キャップ型封止材の端部と基板とを接着剤を
介して接着固定する形態の有機ＥＬ表示装置の該接着部分のリペア方法であって、当該リ
ペア方法は、レーザ光吸収性のバインダを接着部分に塗布する工程、バインダにレーザ照
射することにより接着剤と基板間に熱歪を発生する工程、キャップ型封止材を基板から引
き離す工程、キャップ型封止材を改めて基板に接着する工程、とを有することを特徴とす
る有機ＥＬ表示装置のリペア方法としたものである。
【００１１】
　請求項２に係る発明は、前記バインダが、カーボンペースト、銀ペースト、クロムペー
スト、金ペースト、ニッケルペースト、パラジウムペーストのいずれから選択されるか、
あるいはそれらの混合ペーストであることを特徴とする請求項１に記載の有機ＥＬ表示装
置のリペア方法としたものである。
【００１２】
　請求項３に係る発明は、前記キャップ型封止材がガラス製であることを特徴とする請求
項１に記載の有機ＥＬ表示装置のリペア方法としたものである。
【００１３】
　請求項４に係る発明は、前記レーザ照射を不活性ガス環境下にて行うことを特徴とする
請求項１に記載の有機ＥＬ表示装置のリペア方法としたものである。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明は、封止不良を起こした有機ＥＬ素子の封止材と基板の接着部に塗布したバイン
ダに対し、レーザ光を照射し接着部に熱歪みを発生させることで、封止材を素子基板から
容易に剥離可能としたもので、発光部分にダメージを与えることがない。
したがって、有機ＥＬ素子を封止前の再度の封止が可能な状態へ戻すことが可能となり歩
留まりの向上とコスト低下が期待できる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】（ａ）有機EL表示装置の模式図、（ｂ）有機EL表示装置の有機発光媒体層の成膜
前の模式図、（ｃ）有機EL表示装置の有機発光媒体層の成膜後の模式図である。
【図２】有機EL表示装置の有機発光媒体層の成膜するための印刷機の模式図である。
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【図３】有機EL表示装置の封止部のリペアにおける模式図である。
【図４】リペア部位を拡大した模式図である。
【図５】比較例３の模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　図１に本発明の適用されうる典型的な有機ＥＬ表示装置の断面図を示した。
【００１７】
　以下、図面を参照して本発明を説明する。なお、本発明はパッシブマトリクス方式、ア
クティブマトリクス方式の有機ＥＬ表示装置のどちらにも適用可能である。
【００１８】
　図１（ａ）に示すように、本発明の有機ＥＬ素子は、ガラス基板１の上に、第一電極２
を有している。パッシブマトリックス方式の場合、この第一電極２はストライプ状のパタ
ーンを有している。アクティブマトリックス方式の場合、第一電極２は画素ごとのパター
ンを有している。
【００１９】
　また、図（ｂ）は、第一電極上に正孔輸送層４と有機発光層５を塗布する前の状態を示
し、図（ｃ）は、正孔輸送層４と有機発光層５を塗布した後の状態を模式的に示す図であ
る。
【００２０】
　更に、有機発光層５上に第二電極６が配置される。パッシブマトリックス方式の場合、
ストライプ状を有する第一電極２と直交する形で第二電極６はストライプ状に設けられる
。アクティブマトリックス方式の場合、第二電極６は、有機発光層全面に形成されるベタ
電極である。
【００２１】
　次に、本発明に係る有機ＥＬ表示装置の製造方法を説明する。
【００２２】
　基板としては、絶縁性を有する基板であれば使用することができる。しかし、基板側か
ら光が出射するボトムエミッション方式の有機ＥＬ表示装置とする場合には、基板として
透明なものを使用する必要がある。
【００２３】
　例えば、ガラス基板や石英基板が使用できる。また、ポリプロピレン、ポリエーテルサ
ルフォン、ポリカーボネート、シクロオレフィンポリマー、ポリアリレート、ポリアミド
、ポリメチルメタクリレート、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート
等のプラスチックフィルムやシートであっても良い。これら、プラスチックフィルムやシ
ートに、有機発光媒体層への水分の侵入を防ぐことを目的として、金属酸化物薄膜、金属
弗化物薄膜、金属窒化物薄膜、金属酸窒化膜薄膜、あるいは高分子樹脂膜を積層したもの
を基板として利用してもよい。
【００２４】
　また、これらの基板は、あらかじめ加熱処理を行うことにより、基板内部や表面に吸着
した水分を極力低減することがより好ましい。また、基板上に積層される材料に応じて、
密着性を向上させるために、超音波洗浄処理、コロナ放電処理、プラズマ処理、ＵＶオゾ
ン処理などの表面処理を施してから使用することが好ましい。
【００２５】
　また、これらに薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）を形成して、アクティブマトリックス方式
の有機ＥＬ表示装置用の基板とすることが可能である。薄膜トランジスタとしては、公知
の薄膜トランジスタを用いることができる。具体的には、主として、ソース／ドレイン領
域及びチャネル領域が形成される活性層、ゲート絶縁膜及びゲート電極から構成される薄
膜トランジスタが挙げられる。薄膜トランジスタの構造としては、特に限定されるもので
はなく、例えば、スタガ型、逆スタガ型、トップゲート型、コプレーナ型等が挙げられる
。
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【００２６】
　活性層は、特に限定されるものではなく、例えば、非晶質シリコン、多結晶シリコン、
微結晶シリコン、セレン化カドミウム等の無機半導体材料又はチオフエンオリゴマー、ポ
リ（ｐ－フェリレンビニレン）等の有機半導体材料により形成することができる。
【００２７】
　これらの活性層は、例えば、アモルファスシリコンをプラズマＣＶＤ法により積層し、
イオンドーピングする方法、ＳｉＨ４ガスを用いてＬＰＣＶＤ法によりアモルファスシリ
コンを形成し、固相成長法によりアモルファスシリコンを結晶化してポリシリコンを得た
後、イオン打ち込み法によりイオンドーピングする方法、Ｓｉ２Ｈ６ガスを用いてＬＰＣ
ＶＤ法により、また、ＳｉＨ４ガスを用いてＰＥＣＶＤ法によりアモルファスシリコンを
形成し、エキシマレーザ等のレーザによりアニールし、アモルファスシリコンを結晶化し
てポリシリコンを得た後、イオンドーピング法によりイオンドーピングする方法（低温プ
ロセス）、減圧ＣＶＤ法又はＬＰＣＶＤ法によりポリシリコンを積層し、１０００℃以上
で熱酸化してゲート絶縁膜を形成し、その上にｎ＋ポリシリコンのゲート電極を形成し、
その後、イオン打ち込み法によりイオンドーピングする方法（高温プロセス）等が挙げら
れる。
【００２８】
　ゲート絶縁膜としては、通常、ゲート絶縁膜として使用されているものを用いることが
でき、例えば、ＰＥＣＶＤ法、ＬＰＣＶＤ法等により形成されたＳｉＯ２；ポリシリコン
膜を熱酸化して得られるＳｉＯ２等を用いることができる。
【００２９】
　ゲート電極としては、通常、ゲート電極として使用されているものを用いることができ
、例えば、アルミ、銅等の金属、チタン、タンタル、タングステン等の高融点金属、ポリ
シリコン、高融点金属のシリサイド、ポリサイド等が挙げられる。
【００３０】
　また、薄膜トランジスタは、シングルゲート構造、ダブルゲート構造、ゲート電極が３
つ以上のマルチゲート構造であってもよい。また、ＬＤＤ構造、オフセット構造を有して
いてもよい。さらに、１つの画素中に２つ以上の薄膜トランジスタが配置されていてもよ
い。本件の有機ＥＬ表示装置は薄膜トランジスタが有機ＥＬ表示装置のスイッチング素子
として機能するように接続されている必要があり、トランジスタのドレイン電極と有機Ｅ
Ｌ表示装置の第一電極２が電気的に接続されている。薄膜トランジスタとドレイン電極と
有機ＥＬ表示装置の第一電極２との接続は、平坦化膜を貫通するコンタクトホール内に形
成された接続配線を介して行われる。
【００３１】
　基板上には第一電極２が設けられる。第一電極２を陽極とした場合、その材料としては
、ＩＴＯ（インジウムスズ複合酸化物）、ＩＺＯ（インジウム亜鉛複合酸化物）、酸化錫
、酸化亜鉛、酸化インジウム、亜鉛アルミニウム複合酸化物等の金属複合酸化物や金、白
金、クロムなどの金属材料を単層または積層したものをいずれも使用できる。第一電極２
の形成方法は、材料に応じて、抵抗加熱蒸着法、電子ビーム蒸着法、反応性蒸着法、イオ
ンプレーティング法、スパッタリング法等の乾式成膜法を用いることができる。
【００３２】
　なお、低抵抗であること、溶剤耐性があること、また、ボトムミッション方式としたと
きには透明性が高いことなどからＩＴＯが好ましく使用できる。ＩＴＯはスパッタ法によ
りガラス基板上１に形成され、フォトリソ法によりパターニングされて第一電極２となる
。
【００３３】
　第一電極２を形成後、第一電極縁部を覆うようにして画素隔壁３が形成される。画素隔
壁３は絶縁性を有する必要があり、感光性材料等を用いることができる。感光性材料とし
ては、ポジ型であってもネガ型であってもよく、光ラジカル重合系、光カチオン重合系の
光硬化性樹脂、あるいはアクリロニトリル成分を含有する共重合体、ポリビニルフェノー
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ル、ポリビニルアルコール、ノボラック樹脂、ポリイミド樹脂、およびシアノエチルプル
ラン等を用いることができる。また、隔壁形成材料として、ＳｉＯ２、ＴｉＯ２等を用い
ることもできる。
【００３４】
　隔壁形成材料が感光性材料の場合、形成材料溶液をスリットコート法やスピンコート法
により全面コーティングしたあと、露光、現像といったフォトリソ法によりパターニング
がおこなわれる。スピンコート法の場合、隔壁の高さは、スピンコートするときの回転数
等の条件でコントロールできるが、１回のコーティングでは限界の高さがあり、それ以上
高くするときは複数回スピンコートを繰り返す手法を用いる。また、隔壁形成材料がＳｉ
Ｏ２、ＴｉＯ２の場合、スパッタリング法、ＣＶＤ法といった乾式成膜法で形成可能であ
る。隔壁のパターニングはマスクやフォトリソ法により行うことができる。
【００３５】
　次に、有機発光媒体層を形成する。有機発光媒体層は、有機発光層５単独から構成され
たものでもよいし、正孔輸送層４と有機発光層５、その他正孔注入層、電子輸送層、電子
注入層といった発光を補助するための発光補助層との積層構造としてもよい。なお、正孔
輸送層、正孔注入層、電子輸送層、電子注入層は必要に応じて適宜選択される。
【００３６】
　有機発光層５は電流を流すことにより発光する層である。有機発光層５の形成する有機
発光材料としては、９，１０－ジアリールアントラセン誘導体、ピレン、コロネン、ペリ
レン、ルブレン、１，１，４，４－テトラフェニルブタジエン、トリス（８－キノラート
）アルミニウム錯体、トリス（４－メチル－８－キノラート）アルミニウム錯体、ビス（
８－キノラート） 亜鉛錯体、トリス（４－メチル－５－トリフルオロメチル－８－キノ
ラート） アルミニウム錯体、トリス（４－メチル－５－シアノ－８－キノラート）アル
ミニウム錯体、ビス（２－メチル－５－トリフルオロメチル－８－キノリノラート）［４
－（４－シアノフェニル）フェノラート］アルミニウム錯体、ビス（２－メチル－５－シ
アノ－８－キノリノラート）［４－（４－シアノフェニル）フェノラート］アルミニウム
錯体、トリス（８－キノリノラート）スカンジウム錯体、ビス［８－（パラートシル）ア
ミノキノリン］亜鉛錯体及びカドミウム錯体、１，２，３，４－テトラフェニルシクロペ
ンタジエン、２，５－ジヘプチルオキシ－パラ－フェニレンビニレンなどの低分子系発光
材料が使用できる。
【００３７】
　また、クマリン系蛍光体、ペリレン系蛍光体、ピラン系蛍光体、アンスロン系蛍光体、
ポリフィリン系蛍光体、キナクリドン系蛍光体、Ｎ，Ｎ’－ジアルキル置換キナクリドン
系蛍光体、ナフタルイミド系蛍光体、Ｎ，Ｎ’－ジアリール置換ピロロピロール系蛍光対
等、Ｉｒ錯体等の燐光性発光体などの低分子系発光材料を、高分子中に分散させたものが
使用できる。高分子としてはポリスチレン、ポリメチルメタクリレート、ポリビニルカル
バゾール等が使用できる。
【００３８】
　また、ポリ（２－デシルオキシ－１，４－フェニレン）（ＤＯ－ＰＰＰ） 、ポリ［２
，５－ビス－［２－（Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリエチルアンモニウム）エトキシ］－１，４－フェ
ニル－アルト－１，４－フェニルレン］ジブロマイド（ＰＰＰ－ＮＥｔ３ ）ポリ［２－
（２’ －エチルヘキシルオキシ）－５－メトキシ－１，４－フェニレンビニレン］（Ｍ
ＥＨ－ＰＰＶ）、ポリ［５－メトキシ－（２－プロパノキシサルフォニド）－１，４－フ
ェニレンビニレン］（ＭＰＳ－ＰＰＶ）、ポリ［２，５－ビス－（ヘキシルオキシ）－１
，４－フェニレン－（１－シアノビニレン）］（ＣＮ－ＰＰＶ）、ポリ（９，９－ジオク
チルフルオレン）（ＰＤＡＦ） などの高分子発光材料であってもよい。ＰＰＶ前駆体、
ＰＮＶ前駆体、ＰＰＰ前駆体などの高分子前駆体が挙げられる。また、これら高分子材料
に前記低分子発光材料の分散又は共重合した材料や、その他既存の発光材料を用いること
もできる。
【００３９】
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　正孔輸送層４の材料としては、銅フタロシアニン、テトラ（ｔ－ブチル）銅フタロシア
ニン等の金属フタロシアニン類及び無金属フタロシアニン類、キナクリドン化合物、１，
１－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）シクロヘキサン、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル
－Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニル）－１，１’－ビフェニル－４ ，４’－ ジアミ
ン、Ｎ，Ｎ’－ジ（１－ナフチル）－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－１，１’－ビフェニル－４
，４’ －ジアミン等の芳香族アミン系低分子正孔注入輸送材料や、ポリアニリン、ポリ
チオフェン、ポリビニルカルバゾール、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）と
ポリスチレンスルホン酸との混合物などの高分子正孔輸送材料、ポリチオフェンオリゴマ
ー材料、その他既存の正孔輸送材料の中から選ぶことができる。
【００４０】
　また、電子輸送層の材料としては、２－（４－ビフィニルイル）－５－（４－ｔ－ブチ
ルフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール、２，５－ビス（１－ナフチル）－１，３
， ４－オキサジアゾール、オキサジアゾール誘導体やビス（１０－ヒドロキシベンゾ［
ｈ］キノリノラート）ベリリウム錯体、トリアゾール化合物等を用いることができる。
【００４１】
　有機発光材料を溶解または分散する溶媒としては、トルエン、キシレン、アセトン、ヘ
キサン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、メタノール
、エタノール、イソプロピルアルコール、酢酸エチル、酢酸ブチル、２－メチル－（ｔ－
ブチル）ベンゼン、１，２，３，４－テトラメチルベンゼン、ペンチルベンゼン、１，３
，５－トリエチルベンゼン、シクロヘキシルベンゼン、１，３，５－トリ－イソプロピル
ベンゼン等を単独又は混合して用いることができる。また、有機発光インキには、必要に
応じて、界面活性剤、酸化防止剤、粘度調整剤、紫外線吸収剤等が添加されてもよい。
【００４２】
　正孔輸送材料、電子輸送材料を溶解または分散させる溶剤としては、例えば、トルエン
、キシレン、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノ
ン、メタノール、エタノール、イソプロピルアルコール、酢酸エチル、酢酸ブチル、水等
の単独またはこれらの混合溶剤などが挙げられる。特に、正孔輸送材料をインキ化する場
合には水またはアルコール類が好適である。
【００４３】
　有機発光媒体層は湿式成膜法により形成される。なお、有機発光媒体層が積層構造から
構成される場合には、その各層の全てを湿式成膜法により形成する必要はない。湿式成膜
法としては、スピンコート法、ダイコート法、ディップコート法、吐出コート法、プレコ
ート法、ロールコート法、バーコート法等の塗布法と、凸版印刷法、インクジェット印刷
法、オフセット印刷法、グラビア印刷法等の印刷法が挙げられる。特に、有機発光層５を
形成する場合、例えば印刷法を用いれば画素部に選択的に適用することができる。このた
め、各画素に、互いに異なる色彩に発光する発光層を印刷して、カラー表示のできる有機
ＥＬ素子を製造することも可能となる。
【００４４】
　特に、有機発光層５の形成方法は凸版印刷法によって好適に形成される。凸版印刷法は
インクジェット法と異なり、版と基板が直接的に接するようにしてインキが転移されるた
め、隔壁は低くすることが望ましい。本発明において凸版印刷法に用いる凸版は水現像タ
イプの樹脂凸版を用いることが好ましい。本発明における樹脂版を構成する水現像タイプ
の感光性樹脂としては、例えば親水性のポリマーと不飽和結合を含むモノマーいわゆる架
橋性モノマー及び光重合開始剤を構成要素とするタイプが挙げられる。このタイプでは、
親水性ポリマーとしてポリアミド、ポリビニルアルコール、セルロース誘導体等が用いら
れる。また、架橋性モノマーとしては、例えばビニル結合を有するメタクリレート類が挙
げられ、光重合開始剤としては例えば芳香族カルボニル化合物が挙げられる。中でも、印
刷適性の面からポリアミド系の水現像タイプの感光性樹脂が好適である。
【００４５】
　有機発光層５の形成に用いる印刷装置は、平板に印刷する方式の凸版印刷装置であれば
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使用可能であるが、以下に示すような印刷装置が望ましい。図２に本発明の凸版印刷装置
の概略図を示した。本製造装置は、インクタンク８とインキチャンバー９とアニロックス
ロール１０と樹脂凸版１２を取り付けした版胴１１を有している。インクタンク８には、
溶剤で希釈された有機発光インキが収容されており、インキチャンバー９にはインクタン
ク８より有機発光インキが送り込まれるようになっている。アニロックスロール１０は、
インキチャンバー９のインキ供給部及び版胴１１に接して回転するようになっている。
【００４６】
　アニロックスロール１０の回転にともない、インキチャンバー９から供給された有機発
光インキはアニロクスロール１０表面に均一に保持されたあと、版胴１１に取り付けされ
た樹脂凸版１２の凸部に均一な膜厚で転移する。さらに、被印刷基板１３は摺動可能な基
板固定台上に固定され、版のパターンと基板のパターンの位置調整機構により、位置調整
しながら印刷開始位置まで移動して、版胴１１の回転に合わせて樹脂凸版１２の凸部が基
板に接しながらさらに移動し、ステージ１４上にある被印刷基板１３の所定位置にパター
ニングしてインキを転移する。
【００４７】
　次に、第二電極６を形成する。第二電極６を陰極とした場合その材料としては電子注入
効率の高い物質を用いる。具体的にはＭｇ、ＡＬ、Ｙｂ等の金属単体を用いたり、発光媒
体と接する界面にＬｉや酸化Ｌｉ、ＬｉＦ等の化合物を１ｎｍ 程度挟んで、安定性・導
電性の高いＡｌやＣｕを積層して用いる。または電子注入効率と安定性を両立させるため
、低仕事関数なＬｉ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｌａ、Ｃｅ、Ｅｒ、Ｅｕ、Ｓｃ、Ｙ、Ｙｂ等の
金属１種以上と、安定なＡｇ、Ａｌ、Ｃｕ等の金属元素との合金系が用いられる。具体的
にはＭｇＡｇ，ＡｌＬｉ，ＣｕＬｉ等の合金が使用できる。また、トップエミッション方
式の有機ＥＬ素子とする場合は、陰極は透明性を有する必要があり、例えば、これら金属
とＩＴＯ等の透明導電層の組み合わせによる透明化が可能となる。
【００４８】
　第二電極６の形成方法は、材料に応じて、抵抗加熱蒸着法、電子ビーム蒸着法、反応性
蒸着法、イオンプレーティング法、スパッタリング法等の乾式成膜法を用いることができ
る。厚さは１０ｎｍ～１μｍ程度が望ましい。なお、本発明では第一の電極を陰極、第二
の電極を陽極とすることも可能である。
【００４９】
　この有機ＥＬ表示装置は両電極間に発光材料が挟みこまれた部位に対し電流を流すこと
で発光させることが可能であるが、有機発光媒体層や電極形成材料の一部は大気中の水分
や酸素によって容易に劣化してしまうため通常は外部と遮断するための封止体を設ける必
要がある。
【００５０】
　封止体は、例えば第一電極２、有機発光層５を含む有機発光媒体層、第二電極６が形成
された基板に対して、無アルカリガラス、アルカリガラス等のガラスの封止材７を用い、
封止材７と有機ＥＬ表示装置を水分や酸素を排除し窒素やアルゴンといった不活性ガス環
境となるグローブボックス内にて貼り合わせることにより形成される(図１)。
【００５１】
　このとき貼り合せの際には接着部位に対し、接着剤１６を介して貼り合せが行われ、こ
の接着剤１６はディスペンサーにより一般に５～１０μｍの厚みで塗布される。またここ
で用いた接着剤１６の種類としては多くエポキシ樹脂が用いられ具体的にはビスフェノー
ル化合物とエピクロルヒドリンからなるプレポリマーといったエポキシ樹脂、その他にも
アクリル酸エステルやメタクリル酸エステル、エチレンエチルアクリレートポリマー等と
いったアクリル樹脂やシリコーン樹脂などからなる光硬化型接着性樹脂並びに熱硬化型接
着性樹脂や、ポリエチレン、ポリプロピレンなどの酸変性物からなる熱可塑性接着性樹脂
などを使用することができる。
【００５２】
　また、ここで接着剤１６を凝固させる手段としては、エポキシ樹脂プレポリマーの(接
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着剤１６)塗布部位以外にマスクを施し紫外光３６５ｎｍをマスク非被覆部に１分～２分
照射し接着剤１６を重合させることで封止体を完成させることが出来る。
【００５３】
　ここでは一例として光硬化型接着性樹脂を用いた封止手順を記載したが本発明はこれに
限るものではない。
【００５４】
　以下ここで発生した封止不良に対する対応を以下に記す。
【００５５】
　水分や酸素を排除し窒素やアルゴンといった不活性ガス環境となるグローブボックス内
にて、封止不良がある有機ＥＬ表示装置の基板と接着剤との界面(接着剤１６)及び封止材
７に対して、バインダ塗布用ディスペンサー１５(特許文献２を参照)を用いて、バインダ
１７を第一電極２に付着しないように１０μｍ程度の厚さで塗布する(図４参照)。
【００５６】
　バインダ１７は、金属粉末粒径が一般に１００μｍ以下からなり該当含有率が１０～９
０ｗｔ％、シート抵抗率が２２～９８Ω/Sｑかつ表面粗度が３．６～１１．４μｍからな
る市販の銀ペースト、ニッケルペースト、金ペースト、パラジウムペースト、クロムペー
ストまたはカーボンペースト、または前記ペースト類の様々な混合比からなるブレンド剤
（一例として長野テクトロン株式会社の銀及びカーボンからなるブレンド剤など）といっ
た材料を適宜選択して使用する。
【００５７】
　このとき１０μｍ程度以上の厚さでバインダ１７を塗布すると液垂れにより第一電極２
に付着してしまう恐れがあるため塗布する厚さには注意を払う必要がある。
【００５８】
　塗布されたバインダ１７に向かって基板側面よりレーザ照射装置１９を用い、出力５０
～１００μＪ、パルス幅３～１０nsecにてレーザを照射する。
【００５９】
　このとき上記出力値、パルス幅以上では発熱量が大きすぎるためＴＦＴ回路１８にまで
熱が移ってしまい焼けてしまう恐れがあり、また上記出力値、パルス幅以下ではTFT回路
１８から封止材７と接着剤１６を解離するための発熱量が得られないため、本出力値およ
びパルス幅には注意を払う必要がある。
【００６０】
　ここで用いるレーザ照射装置１９は例えばフォトニックインストゥルメンツ株式会社製
MicroPointレーザ発生装置がある。
【００６１】
　しかし、ここでは上記のレーザ照射装置を例に挙げているが実際にはこれに限定するも
のではない。
【００６２】
　照射されたレーザの熱はバインダ１７を経由し、封止材７及び接着剤１６を加熱し、熱
により封止材７及び接着剤１６が膨張し、膨張率の違いから歪みが発生し解離しやすくな
り、ＴＦＴ回路基板１８から接着剤１６と封止材７を剥離することでき、再利用可能な基
板となる(図３および図４)。
【００６３】
　これにより通常の接着剤１６に用いられるエポキシ樹脂は、レーザ光を吸収することが
出来ないが、バインダを介することでレーザ光由来の熱を吸収し封止材７を解離できた。
従来技術（例えば、特許文献１）にてリペアを行うに場合にも、加熱や溶剤による接着剤
の溶融又は溶解があったが、この時はエポキシ接着剤の素材の選択にある程度の制限があ
った。しかし、本実施例においてはエポキシ樹脂の素材、例えば旭電化工業株式会社製ア
デカレジンEP-4100、アデカレジンEP－4530、アデカレジンEP－4901、大日本インキ工業
株式会社製エピクロン840、エピクロン857、エピクロン830、ＪＥＲ株式会社製エピコー
ト828、エピコート801、エピコート807といった特定の素材に限定することなくリペアす
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ることができる。
【実施例１】
【００６４】
　薄膜トランジスタがスイッチング素子として機能するために平坦化膜に作製されたコン
タクトホールを介して第一電極２と接続されるように形成されたトップエミッション用バ
ックプレーンを用い、画素数２４０×３２０ドットでサブピクセル数７２０×３２０ドッ
トとした。そして、１２０μｍ×３６０μｍ ピッチでサブピクセル間スペースは縦４０
μｍ 、横１００μｍ となるようにＩＴＯをスパッタリング法によりパターン形成し、第
一電極２とした。
【００６５】
　次に、ポジ型の感光性材料であるＴＥＬＲシリーズ（東京応化社製）をスピンコート法
にて有効面全面に塗布した。そして、露光(１０sec)、現像処理をおこない図１（ｂ）に
示したような高さ０．５μｍの画素隔壁３を形成した。
【００６６】
　次に、第一電極２上に正孔輸送層４として、厚さ０．１μｍのポリ（３，４－エチレン
ジオキシチオフェン）とポリスチレンスルホン酸の混合物（以下ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳとい
う）を水に分散させ、スピンコート法により成膜した。その後、メタノールを用いてふき
取ることによって有効画素周辺にある不必要箇所にある正孔輸送インキを取り除いた。
【００６７】
　次に、赤色５(R)、緑色５(G)、青色５(B)の発光色を有する有機発光材料であるポリフ
ェニレンビニレン誘導体らを、水現像タイプの感光性樹脂凸版を用いた凸版印刷法で各色
についておこない、有機発光層５を形成した。このとき、１５０線／インチのアニロック
スロールを使用して、得られた有機発光層５の膜厚は各色８０ｎｍであった。
【００６８】
　次に、第二電極６として真空蒸着法でＢａを５ｎｍ、その上にＡｌを２０ｎｍ成膜した
。その後大気暴露することなく露点－８０度、酸素濃度１ｐｐｍの窒素下で、いわゆる不
活性ガス環境下で光硬化型接着剤をディスペンサーに１０μｍの厚さで塗布しガラスキャ
ップ７を張り付け、３６５nmの紫外光を１分間接着部位に照射することによって封止をお
こない、有機ＥＬ表示装置を得た。
【００６９】
　ここで発生した封止ズレに対するリペア法としてまず、水分や酸素を排除し窒素やアル
ゴンといった不活性ガス環境となるグローブボックス内にて有機ＥＬ表示装置と封止ガラ
ス７及び接着剤１６の界面に対しバインダ塗布用ディスペンサー１５を用いバインダ１７
として粉末粒径が９０μｍからなり含有率が８０ｗｔ％、シート抵抗率が７４Ω/Sｑかつ
表面粗度が４．１μｍからなる長野テクトロン株式会社製銀ペーストを１０μｍの厚さで
塗布した後に、フォトニックインストゥルメンツ株式会社製MicroPointoレーザ発生装置
を用いこの部位に向かって熱歪みを発生させる出力１００μＪ、パルス幅３nsecにてレー
ザを照射し、接着剤１６と封止ガラス７に熱歪みを発生させＴＦＴ回路１８から剥離 (図
４)。
【００７０】
　封止ガラス７を剥離した有機ＥＬ表示装置は有機発光層５やＴＦＴ回路１８などに不具
合を発生することもなく、封止前と同様の状態を維持しており再度封止しリペア品として
完成させ特性を検査した結果、良品と遜色ない結果が得られた(表１)。
【００７１】
　(比較例１)
実施例１と同様の工程を経て発生した封止不良の有機ＥＬ表示装置を３００℃のホットプ
レート上で加温し接着剤１６の融解を試みた。その結果、封止ガラス７の剥離に成功した
が有機層の一部が加温による熱変形(膜ムラ)が見られ、再封止後の有機ＥＬ表示装置の特
性低下が見られた(表１)。
【００７２】
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　(比較例２)
実施例１と同様の工程を経て発生した封止不良の有機ＥＬ表示装置をキシレンへ６時間浸
漬し接着剤１６の溶解を試みた。その結果、封止ガラス７の剥離に成功したが浸漬した際
に有機層へのキシレンの浸透により有機層の一部の膨潤状態(膜ムラ)が見られ、再封止後
の有機ＥＬ表示装置の特性低下が見られた(表１)。
【００７３】
　(比較例３)
実施例１と同様の工程を経て発生した封止不良の有機ＥＬ表示装置の封止部に対して研磨
剤を用い板ヤスリブラシ２０により封止ガラス７と接着剤１６の界面の研磨を試みた。そ
の結果、封止ガラス７の剥離に成功したが研磨によるＴＦＴ回路１８の一部配線断裂２１
が確認され封止前の有機ＥＬ表示装置の状態へと復元は出来なかった(図５及び表１)。
【００７４】
【表１】

【産業上の利用可能性】
【００７５】
　本発明によれば、これまで廃棄されるべき封止部に不良を起こした有機EL表示装置が、
封止材を剥離することで再度封止可能な有機EL表示装置先駆体として再生でき、歩留まり
の向上が可能となる。
【符号の説明】
【００７６】
１・・・ガラス基板
２・・・第一電極
３・・・画素隔壁
４・・・正孔輸送層
５・・・有機発光層
６・・・第二電極層
７・・・封止材
８・・・インキタンク
９・・・インキチャンバー
１０・・・アニロクスロール
１１・・・版胴
１２・・・樹脂凸版
１３・・・被印刷基板
１４・・・ステージ
１５…バインダ塗布用ディスペンサー
１６・・・接着剤
１７・・・バインダ
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１８・・・ＴＦＴ回路基板
１９・・・レーザ照射装置
２０・・・…板ヤスリブラシ
２１・・・配線断裂

【図１】 【図２】

【図３】
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